
特集担い手の確保・育成，魅力ある職場づくり

1.　アンケート概要

一般社団法人全国建設業協会（以下，「本会」
という）では，今後，働き方改革や技能労働者の
賃金の引上げ，建設キャリアアップシステムなど
労働施策に関する取組を推進する上で，会員企業
の実情や取組状況等を把握し，目指すべき方向性
等を探ることを目的として，平成 29 年より「働
き方改革の推進に向けた取り組み状況等に関する
アンケート調査」を実施してきた（令和 6 年から
は，タイトルを「労働環境の整備に関するアンケ
ート」に変更）。

本稿では，令和 6 年に実施した本アンケートを
基に，地域建設業における労働環境の実態につい
て紹介する。なお，本稿で紹介しきれなかったア
ンケート結果については，本会ホームページ

（https://www.zenken-net.or.jp/news/1003/）に
掲載している。参考にしていただければ幸いであ
る。

調査対象は各都道府県建設業協会会員の全ての
企業（18,533 社，令和 6 年 6 月末時点）であり，この
うち 2,367 社より回答を得た（回答率は 12.8%）。
調査時期は，令和 6 年 7 月 1 日時点の状況につい
て，7 月から 8 月にかけて，回答をお願いした。

回答企業の事業内容は，土木 1,539 社，建築

247 社，土木建築 513 社，その他 68 社となって
いる。前年度完工高は 5 億円未満が 40.4%，5 億
円以上 10 億円未満が 21.6% となり，10 億円未満
が 6 割以上となっている。完工高に占める官公庁
発注工事の割合は，7 割以上の企業で 50% 以上
となっている。従業員規模は 64.0% で 11 人以上
50 人以下となっている。

2.　働き方改革の推進について

平成 30 年 7 月 6 日に「働き方改革を推進する
ための関係法律の整備に関する法律」（以下，「働
き方改革関連法」という）が公布され，翌年 4 月
1 日に施行された。この法律によって，これまで
36 協定と特別条項を締結することにより，実質
的に青天井となっていた時間外労働に罰則付き上
限規制がかかることとなった。

ただし，建設業においては，高齢化や労働人口
の減少に伴う人材不足による長時間労働の常態化
等の状況を踏まえ，時間外労働の罰則付き上限規
制に係る働き方改革関連法の適用に 5 年間の猶予
期間が設けられ，令和 6 年 4 月より他産業同様に
法の適用が始まっている。

また，令和 6 年 3 月 8 日には，内閣総理大臣と
関係閣僚出席の下「建設業団体との賃上げ等に関
する意見交換会」が開催され，国土交通省と建設
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業 4 団体（本会のほか，一般社団法人日本建設業
連合会，一般社団法人全国中小建設業協会，一般
社団法人建設産業専門団体連合会）との間で，「働
き方改革について，労働時間規制の導入を踏まえ
て，『必要な対応に万全を期す』こと」が申し合
わされた。

本アンケートでは，本会の働き方改革の取組に
基づき，各都道府県建設業協会会員企業がどの程
度取組を進めているか，その状況を把握すること
としている。次に要点を抜粋して紹介する。

⑴　2＋ 360運動などの展開について
本会では令和 3 年度より週休 2 日と年間時間外

労働 360 時間以内を目指す，「2 ＋ 360（ツープラ
スサンロクマル）運動」（図－ 1）を展開している。

また，令和 5 年 9 月からは，発注者から工期の
見積り・提案を求められた場合には，「工期に関
する基準」（中央建設業審議会）に沿った見積り・
提案を行うこととする「適正工期見積り運動」を
展開している。

さらには，令和 6 年 3 月より日本建設業連合
会，全国中小建設業協会，建設産業専門団体連合
会と協力し，毎週土日の一斉閉所を目指す「目指
せ！建設現場 土日一斉閉所」運動（図－ 2）を
展開している。この運動については，発注者から
の協力も必要なことから，国土交通省，厚生労働
省，総務省，全国知事会，全国市長会，全国町村
会，日本経済団体連合会，日本商工会議所に後援
をいただいている。

この三つの運動の取組状況について，図－ 3に
取りまとめた。「既に導入している」，「取り組ん

でいる」と回答した企業は「2 ＋ 360 運動」では，
36.4%，「目指せ！建設現場土日一斉閉所」運動で
は，53.0%，「適正工期見積り運動」では，24.7%
となった。

図－ 1　2＋ 360運動ポスター

図－ 2　  「目指せ！建設現場土日一斉閉所」 
運動ポスター

図－ 3　全国建設業協会で展開している各運動の実施状況

（　）は前年度を示す
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⑵　時間外労働の状況について
前年（令和 5 年）における「月当たりの平均残

業時間」（図－ 4）については，現場，事務所，
いずれも 15 時間以下が最多となったが，技術者
の残業時間が多くなる傾向が見られた。

⑶　労働基準法第 33条の適用申請または事後届
出の有無について
労働基準法第 33 条では，「災害その他避けるこ

とのできない事由によって，臨時の必要がある場
合」については，労働基準監督署長の許可を受け
ることにより，時間外労働の上限規制が適用され
なくなる旨が規定されている。この条文について
は，以前から存在するものの，時間外労働の上限
規制が始まったことにより，大きく注目されるこ
ととなった。

今回のアンケートでは，直近 1 年間での労働基
準法第 33 条の適用申請または事後届出の有無（図
－ 5）およびその内容（図－ 6）について，回答
を求めた。令和 6 年は能登半島地震が発生するな
ど，大きな災害があったものの，建設業における
時間外労働の上限規制が始まったのが 4 月からと
いうこともあり，適用申請または事後届出につい
て，「あり」と回答した企業は 5.9% にとどまった。

内容は，「除雪業務」が最も多く，「災害の復旧工
事」，「鳥インフルエンザ等防疫業務」と続いた。

⑷　休日の状況について
休日の状況については，令和 5 年 1 年間の状況

に関し回答を求めた。
まず，会社で定めた年間休日（図－ 7）につい

ては，101 日以上が 71.6% となった。前年が 6 割程
度なので，10 ポイントほど増加したことになる。

次に週休日の実施状況（図－ 8）については，
「概ね 4 週 8 休」と回答した企業の割合は事務所
では 67.7% だったのに対し，現場では，43.3% に
とどまっている。前年からは 10 ポイント以上の
増加ではあるものの，いまだ低い水準にある。

年間休日日数（図－ 9）は実際に休んだ日数を
示すが，これらも前年よりも状況は改善されてい

（　）は前年度を示す

図－ 7　会社で定めた年間休日【令和 5年】

図－ 5　  労働基準法第 33条の適用申請または 
事後届出の有無（直近 1年間）

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

図－ 6　  労働基準法第 33条の適用申請または事後届出 
の内容（複数回答可）

図－ 4　月当たりの平均残業時間
（　）は前年度を示す
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るものの，現場では，116日以上が 23.4% にとどまっ
ており，さらなる取組の進展が求められている。

3.　賃金の支払い状況について

前述の「建設業団体との賃上げ等に関する意見
交換会」では，公共工事設計労務単価の引上げが
前年（令和 5 年）を上回ったことを踏まえ，技能
者の賃上げについて，前年の目標である「概ね
5% の上昇」をさらに引き上げ，「5% を十分に上
回る上昇」を目標にすることが申し合わされた。

本会では，技能労働者の賃金の引上げが，労務
単価の引上げにつながり，結果として，適正利潤

の確保につながる，そして，その利潤が再び技能
労働者の賃金の引上げにつながっていくという好
循環を目指し，「止めるな！好循環」をスローガ
ンにしたポスターを作成し，各都道府県建設業協
会に配布している（図－ 10）。

本アンケートでは，会員企業の賃金の支払いに
ついて，その取組状況に関し回答を求めた。

職員の賃金の支払い基準（図－ 11）について
は，多くの企業で月給制と回答しているが，技能
労働者については，33.7% の企業が日給月給制と
回答している。日給月給制は，稼働日数により給
料が変動するため，週休 2 日推進のネガティブな
要因となる可能性がある。

会員企業における技能労働者の賃上げ（図－
12）については，29.6% が「5% 以上引き上げた（引
き上げる）」と回答した。また，直近 1 年間で下
請と契約する際の労務単価（図－ 13）について
は，66.9% が「引き上げた」と回答した。

図－ 10　「止めるな！好循環」ポスター

図－ 8　週休日の実施状況【令和 5年】

（　）は前年度を示す

図－ 9　年間休日日数【令和 5年】

（　）は前年度を示す

図－ 11　職員の賃金の支払い基準

（　）は前年度を示す 図－ 12　  会員企業における 
技能労働者の賃上げ

（　）は前年度を示す

図－ 13　  直近 1年間で下請と 
契約する際の労務単価

（　）は前年度を示す
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4.　外国人材の活用の状況について

人材を確保することが困難な状況にある産業分
野において，一定の専門性・技能を有する外国人
を受け入れることを目的として，平成 31 年 4 月
から特定技能制度がスタートした。また，これま
で外国人労働者を活用するため，広く利用されて
きた外国人技能実習制度も今後廃止され，人材確
保と人材育成を目的とした育成就労制度の開始に
向けた準備が進められている。

こうした外国人材に関する施策は，人材確保に
苦慮している建設業界にとっては関心の高い施策
であり，本アンケートにおいても取組等について
回答を求めている。

外国人労働者の雇用状況（図－ 14）について
は，技能実習生を雇用している企業が最も多く
11.2%，続いて，「技術・人文知識・国際業務」労
働者を雇用している企業が 5.6%，「特定技能 1
号」労働者を雇用している企業が 4.2% となっ 
た。

外国人材活用の意向（図－ 15）については，「活
用したいと考えている」と回答した企業が，特定
技能 1 号・2 号で 15.0% となり，技能実習生の
12.0% を上回った。

5.　‌�建設キャリアアップシステムの‌
普及・促進について

技能者が，技能・経験に応じて適切に処遇され

る建設業を目指して，技能者の資格や現場での就
業履歴等を登録・蓄積し，能力評価につなげる仕
組みを構築するため，平成 31 年 4 月 1 日から建
設キャリアアップシステムがスタートした。

本会も建設キャリアアップシステム運営協議会
の構成団体として，建設キャリアアップシステム
の普及・促進を行っている。本アンケートでは，
普及の状況等について回答を求めた。

まず，建設キャリアアップシステム事業者登録
状況（図－ 16）については，本アンケートでは，
69.3% となっている。しかし，あくまでも本アン
ケート回答企業のみの数字であり，各都道府県建
設業協会会員企業全てにおいての登録状況は
55.6%（令和 6 年 12 月末）となっている。

建設キャリアアップシステム就業履歴に蓄積で
きる体制の整備（事業者登録済企業）（図－ 17）に
ついて，「就業履歴を蓄積できる現場はない」と
回答した企業は，38.2% となっている。

建設キャリアアップシステムの活用状況（事業
者登録済企業）（図－ 18）については，「活用して
いない」が 66.2% となった。また，事業者登録した
理由（事業者登録済企業）（図－ 19）については，

「インセンティブがあるため」が最も多く 51.6%
となったのに対し，本来の目的である「技能労働
者の処遇改善・担い手確保に繋がる」は 17.5%，

「現場管理の効率化のため」は 16.2% にとどまった。
このように建設キャリアアップシステムのメリ

ットが浸透せず，就業履歴の蓄積がなかなか進ん
でいないのが現状であり，今後は，各都道府県建
設業協会や関係団体等とも連携を取りながら，促
進の施策に取り組んでいく必要がある。

図－ 14　外国人労働者の雇用状況
（　）は前年度を示す

図－ 15　外国人材活用の意向
（　）は前年度を示す
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6.　おわりに

平成 29 年から始まった本アンケートは，項目
や名称の変更はありつつも，令和 6 年で 8 年目と
なった。この間，時間外労働の罰則付き上限規制
の猶予期間と適用開始，特定技能制度や建設キャ
リアアップシステムなど，労働環境に関わる重要
な施策が展開されてきた。本会もこれに呼応し，
労働委員会を中心にさまざまな事業を進めてき 
た。

こうした動きもあり，本アンケートを見ると
年々，建設業の労働環境を取り巻く環境は改善さ
れつつある。例えば，現場における週休 2 日の導

入は，平成 30 年は 9.2% に過ぎなかったが，令和
6 年は 43.3% まで上昇している。しかしながら，
令和 5 年の就労条件総合調査（厚生労働省）によ
れば，「何らかの週休 2 日制」を採用している企
業の割合は全産業で 85.4% となっており，いま
だ，大きく遅れている状況にある。

このことに限らず，今回紹介させていただいた
施策の多くは，いまだ数多の課題を抱えており，
道半ばの状況にある。今日，他産業との労働力獲
得競争が激化する中で，我が国の建設業が健全な
状況で維持継続していくためには，いずれも解決
していかなければならない課題である。

本会としては，今後とも各都道府県建設業協会
および会員の皆さまに協力をいただきながら，必
要な施策を順次進めていく。

図－ 16　  建設キャリアアップシステム事業者 
登録状況

（　）は前年度を示す

図－ 17　  建設キャリアアップシステム就業履歴に蓄積 
できる体制の整備（事業者登録済企業）

（　）は前年度を示す

図－ 18　建設キャリアアップシステムの活用状況（複数回答可，事業者登録済企業）
（　）は前年度を示す

図－ 19　事業者登録した理由（複数回答可）
（　）は前年度を示す
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